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１４　第３次光市行政改革大綱実施計画の実施状況

11101
市民意見の聴
取方法の充実

0 回 各種対話事業の開催 回

　（期間：令和3年12月20日～令和4年1月19日） 提出件数 2 件

・第２次光市教育振興基本計画（案）

　（期間：令和3年12月20日～令和4年1月19日） 提出件数 15 件

提出件数 2 件

　（期間：令和2年12月21日～令和3年1月21日） 提出件数 0 件

・光市学校施設長寿命化計画（案）

　（期間：令和2年12月21日～令和3年1月21日） 提出件数 0 件

提出件数 0 件

・第３次光市障害者福祉基本計画の改定及び第６期光市障害福祉計画（案）

　（期間：令和2年12月21日～令和3年1月21日） 提出件数 0 件

・光市高齢者保健福祉計画及び第８期介護保険事業計画（案）

令和２年度実施状況等

　継続して「市長と気軽にミーティング」の参加者を募集

各種対話事業の開催
実施要綱に基づき、パブリックコメント（意見募集）を実施

・光駅拠点整備基本計画（素案）

　（期間：令和2年3月25日～令和2年4月24日） 提出件数 36 件

①市民ニーズと市民満足度の把握

　市民意見や提言の機会を確保し、市民ニーズを的確に
把握する。
【数値目標】各種対話事業の開催　17回

・第７期光市まちづくり市民協議会を６回開催
・対話集会の代替事業として、未来につながるまちづくり提言板事業を実施

11102
パブリックコ
メント制度の
実施

提出件数 14 件

・第４次光市男女共同参画基本計画（素案）

　（期間：令和3年10月5日～令和3年11月4日）

第３次光市行政改革大綱実施計画 令和３年度実施状況等

Ⅰ　開かれた市政への取組みと市民等との協働
（1）開かれた市政の推進

・光市再犯防止推進計画（案）

　（期間：令和2年12月21日～令和3年1月21日） 　（期間：令和3年10月5日～令和3年11月4日）

　（期間：令和3年12月20日～令和4年1月19日） 提出件数 2 件

・光市行財政構造改革推進プラン（案）

件

・光市営住宅等長寿命化計画（案）

　（期間：令和3年12月20日～令和4年1月19日） 提出件数 2 件

・施設一体型小中一貫ひかり学園の新設に係る方針（案）

　（期間：令和3年12月20日～令和4年1月19日） 提出件数

・第２次光市教育大綱（案）

2 件

・第４次光市子どもの読書活動推進計画（案）

　（期間：令和3年12月20日～令和4年1月19日）

　市民への説明責任を十分に果たすとともに、意見を提
出しやすく幅広い意見が提出されるような環境整備に努
め、制度を円滑に推進する。

実施要綱に基づき、パブリックコメント（意見募集）を実施

・第３次光市総合計画（素案）

・光市交通安全計画（案）

　（期間：令和3年12月20日～令和4年1月19日） 提出件数 5 件

・光市空家等対策計画（案）

　（期間：令和3年12月20日～令和4年1月19日） 提出件数 2 件

・光市地域公共交通計画（案）

　（期間：令和3年12月20日～令和4年1月19日） 提出件数 2

15

・光市公共施設等総合管理計画（案）

　（期間：令和3年12月20日～令和4年1月19日） 提出件数 6 件

・光市国土強靱化地域計画（案）

　（期間：令和3年12月20日～令和4年1月19日） 提出件数 7 件

提出件数 22 件

　（期間：令和3年10月5日～令和3年11月4日） 提出件数 22 件

　（期間：令和3年10月5日～令和3年11月4日） 提出件数 13 件

・第４期光市地域福祉計画（素案）

・第３次光市生涯学習推進プラン（素案）
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令和２年度実施状況等第３次光市行政改革大綱実施計画 令和３年度実施状況等

・まちづくり市民アンケート調査 ・まちづくり市民アンケート調査
％ ％

※その他の各種アンケート調査 ※その他の各種アンケート調査
・市民調査 ・第３次環境基本計画策定にかかる市民アンケート

％ ％
・転出者調査 ・光市地域公共交通計画策定にかかる市民アンケート

％ ％
・光市地域福祉計画に関するアンケート

％
・第３次障害者福祉基本計画の改定及び第６期障害福祉計画
　に関するアンケート

％
％

・光市「健康・食育に関する市民アンケート」
％

・男女共同参画に関する市民アンケート
％

件 件

人 人

講座 講座

回 回
人 人

11203
市民の目線に
立った広報づ
くり

　市民の広報づくりへの参加やホームページとの連携な
ど時代の要請に応じた取組みや、特集等による市政情報
の提供を図り、市民の目線からの広報づくりを推進す
る。

11204
市広報紙の発
行回数等の検
討

　広報紙の発行に係る他市町の状況や広報紙配布調査員
の意向調査を行うなど、市広報紙の発行回数等について
調査検討する。

出前講座受講者延人数 2,273
・５月号からフォントをユニバーサルデザインフォントに変更するなど誰もが読
みやすい広報作りを実施
・「シティプロモーション」の特集や、新型コロナウイルスに関する情報の発信な
ど、市民ニーズに即した市政情報を発信

　市広報誌の発行回数を令和元年６月から月１回の発行へ変更したが、現在のとこ
ろ、大きなトラブル等は起きていないため、引き続き、効果的な市政情報を発信

・ホームページの適宜更新　・フェイスブックによる情報発信
・ふぉとdeひかり、フォトライブラリーの充実
　（ふぉとdeひかり 38件、ひかりチャンネル ９件）
・メール配信

年間アクセス件数 558,750

メールマガジン登録件数
（令和３年３月末）

3,634

・ＨＰ等による事業のＰＲ　・講座メニューの随時見直し

講座メニュー数 73

出前講座実施延回数 57

回収率 61.5

回収率 60.4

　新型コロナウイルス関連や不発弾処理についての情報など、真に必要な情報を適切
なタイミングで掲載し、市民目線を意識した広報づくりを実施

　市広報誌の発行回数を令和元年６月から月１回の発行へ変更したが、現在のとこ
ろ、大きなトラブル等は起きていないため、引き続き、効果的な市政情報を発信

出前講座受講者延人数 2,072

73

出前講座実施延回数 39

653,009

メールマガジン登録件数
（令和４年３月末）

1,187

11103
市民アンケー
トの実施

　市民意識を踏まえた施策の立案と推進を図るととも
に、市民満足度等の把握を通じて総合計画の進捗状況や
個別計画等の達成度を計るための手段として、まちづく
り市民アンケートやその他必要に応じて各種アンケート
を計画的に実施する。また、実施にあたり、回収率が高
まるよう工夫を行う。
【数値目標】令和3年度まちづくり市民アンケート　回収
率45.0% 回収率 40.6

回収率 44.7

障害がある人向けアンケート回収率 59.6
障害がない人向けアンケート回収率 44.7

回収率 40.9

回収率 43.4

11202
出前講座の充
実

　職員が講師を務める出前講座「創りんぐ光」のメ
ニューの充実など、各種制度や市政などの情報提供を充
実する。

・ＨＰ等による事業のＰＲ　・講座メニューの随時見直し

講座メニュー数

年間アクセス件数

回収率 52.8

43.5

②行政情報の公開・提供の充実

回収率

回収率 50.1

11201
シティセール
スの視点に
立ったホーム
ページ等の充
実

　利用者の視点に立ち、ホームページの利用しやすさの
向上に取り組むとともに、ふぉとdeひかりなどの魅力あ
る情報やメールマガジンの発行や声の広報など、ＩＣＴ
を活用した情報発信を充実する。
【数値目標】年間アクセス件数　510,000件、魅力ある情
報の発信（ふぉとdeひかり、ひかりチャンネル）100件

・ホームページの適宜更新　・フェイスブックによる情報発信
・ふぉとdeひかり、フォトライブラリーの充実
　（ふぉとdeひかり 41件、ひかりチャンネル 12件）
・メール配信
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令和２年度実施状況等第３次光市行政改革大綱実施計画 令和３年度実施状況等

・農業委員会（農業委員） ・光市環境審議会
（12名中12名公募） （14名中2名公募）
・農業委員会（農地利用最適化推進委員） ・光市廃棄物減量等推進審議会
（10名中10名公募） （15名中1名公募）
・光市人権施策推進審議会 ・子ども・子育て審議会
（18名中2名公募） （16名中3名公募）
・図書館協議会 ・光市都市計画審議会
（8名中1名公募） （21名中1名公募）
・光市まちづくり市民協議会 ・光市行政改革市民会議
（37名中12名公募） （15名中1名公募）
・光市男女共同参画推進ネットワーク ・光市地産地消プラン推進会議
（18名中2名公募） （25名中1名公募）
・光市高齢者保健福祉計画等策定市民協議会 ・光市教育開発研究所
（19名中2名公募） （41名中5名公募）
・光市地域密着型サービス運営委員会 ・光市教育振興基本計画策定懇話会
（19名中2名公募） （12名中2名公募）
・光市地域包括支援センター運営協議会 ・第４次光市子どもの読書活動推進計画策定懇話会
（12名中1名公募） （10名中1名公募）

％ ％

％ ％
12102
ＮＰＯ等との
協働事業の推
進

　ＮＰＯ等への事業委託など、民間団体等との協働事業
を推進する。

％ ％

％ ％

　新型コロナウイルス感染症拡大を受け事業中止

 隊員１人あたりの参加事業数 0 事業

・協働事業提案制度の推進
・市広報等による事業ＰＲ
・「出会いカフェ」開催（新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止）

コミュニティプランの策定割合 58.3
12104
次世代型コ
ミュニティ・
スクールの推
進

　学校、家庭、地域が連携・協働し、社会総がかりの教
育の実現を図るため、学校が地域社会の中で役割を果た
し、地域とともに発展する活力ある学校づくりを推進す
る。
【数値目標】地域の行事に参加している児童生徒の割合
80.0％以上

　コミュニティ・スクール研究協議会において、地域とともに学ぶ教育活動を深化

地域の行事に参加している児童生徒の割合　 65.5

58.3
　コミュニティ・スクール研究協議会において、中学校区で作成する小・中学校９年
間を通じた「学校・地域連携カリキュラム」を充実化

地域の行事に参加している児童生徒の割合　 75.5

・協働事業提案制度の推進
・市広報等による事業ＰＲ

・協働事業提案制度の推進
・市広報等による事業ＰＲ
・「出会いカフェ」開催（新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止）

市民活動支援に関する満足度 17.8

12101
市民活動の推
進

　市民活動推進の理念や基本的事項を定めた基本方針に
基づき、市民活動の推進に向けた条件整備を進める。
【数値目標】市民活動支援に関する満足度　20.0％以上

12103
光市コミュニ
ティ推進基本
方針の推進

　自分たちの地域は自分たちで創る「地域自治」の実現
を目指すため、「対話」と「つながり」をキーワード
に、地域と行政の協働による取組みを展開する。
【数値目標】コミュニティプランの策定割合　100.0％

・コミュニティプラン未策定地域に対して、策定に向けた助言等を実施し、コミュニ
ティプラン策定済み地域に対しては、具現化に向けた助言・調整等を実施
・コミュニティプラン実現支援として、地域おこし協力隊を導入
・伊保木地域で地域おこし協力隊の活動開始
・束荷地区で地域おこし協力隊員の募集を実施

コミュニティプランの策定割合

市民活動支援に関する満足度 16.1
・協働事業提案制度の推進
・市広報等による事業ＰＲ

・コミュニティプラン未策定地域に対して、策定に向けた助言等を実施し、コミュニ
ティプラン策定済み地域に対しては、具現化に向けた助言・調整等を実施
・コミュニティプラン実現支援として、平成30年７月より束荷地域に地域おこし協力
隊を導入
・伊保木地域で地域おこし協力隊の募集を実施
・束荷地区で新たな地域おこし協力隊員の導入に向けた準備を実施

女性委員の登用率（令和４年４月１日） 29.1

11303
地域ふれあい
協働隊による
地域行事への
参画

　地域の最前線で活躍している人たちとともに働き、地
域活動を応援することにより、地域自治の実現に向けた
地域と行政の協働を推進するとともに、職員の地域づく
りや協働に対する理解・意識の向上を図る。
【数値目標】隊員１人２事業の活動

　新型コロナウイルス感染症拡大を受け事業中止

③市民と行政の双方向参画
11301
各種委員等の
公募

　各種審議会や市民協議会の委員等について、公募によ
り意欲ある市民の市政参画を推進する。

11302
各種審議会等
における女性
委員の登用の
推進

　光市男女共同参画基本計画に基づく男女共同参画社会
の実現に向け、各種審議会等における女性委員の登用を
推進する。
【数値目標】審議会等への女性委員の登用率　40.0％

　庁内で周知を図り、審議会等への女性委員の登用を推進

0 事業 隊員１人あたりの参加事業数

　庁内で周知を図り、審議会等への女性委員の登用を推進

女性委員の登用率（令和３年４月１日） 29.6

（2）協働による新たなまちづくりの推進
①協働事業の推進
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令和２年度実施状況等第３次光市行政改革大綱実施計画 令和３年度実施状況等

区域 区域
12106
公園・道路等
の維持管理に
おける協働事
業の実施

　都市公園等の維持管理において、地元自治会との協働
による取組みを進めるとともに、市道等の維持管理につ
いても検討を進める。

12107
各種ボラン
ティア等との
協働の推進

　各種ボランティア団体等とのより一層の連携・協働を
推進する。

12201
可燃ごみ収集
業務の委託

　継続して段階的に業務の民間委託を実施する。

12202
公立保育所の
給食調理業務
の民間委託の
検討

　公立保育所の給食調理業務について、民間委託を検討
する。

21101
窓口サービス
の改善

　窓口での説明方法や手続き方法を再点検するなど、市
民目線に立ったサービスの充実・改善を図る。

21102
電話交換シス
テムの見直し

　交換手を経由しない直通電話方式を平成29年度から本
庁に導入し、利便性向上を図るとともに、代表番号への
架電件数を元に電話交換体制の見直しを検討し、コスト
削減を図る。

21103
市民サービス
の向上に向け
た取組みの推
進

　職員の接遇能力の向上を図り、市民サービスの向上に
向けた取組みを推進する。

％ ％

21105
コンビニ収納
の導入

　納付窓口の拡大及び市民の利便性の向上のため、全国
の主要なコンビニエンスストアで市税等の納付ができる
サービスを導入する。

45.3

　口座振替強化と併せて実施

21104
各種証明書の
コンビニ交付
の導入

　窓口サービスの利便性の向上のため、マイナンバー
カード（個人番号カード）を利用し全国の主要なコンビ
ニエンスストアで、住民票の写し、印鑑証明書、所得課
税証明書が取得できるサービスを導入する。
【数値目標】マイナンバーカードの普及率35％

・マイナンバーカードの普及対策事業として、写真撮影及びタブレット端末による申
請サポートの実施（令和３年５月から令和４年２月までの期間）
・住民票等の窓口取得者へのコンビニ交付に関する周知を実施
・市広報やホームページでコンビニ交付に関する周知を実施

マイナンバーカードの普及率（令和４年３月末）

・マイナンバーカードの普及対策事業として、写真撮影及びタブレット端末による申
請サポートの実施（期間限定）
・住民票等の窓口取得者へのコンビニ交付に関する周知を実施
・市広報やホームページでコンビニ交付に関する周知を実施

マイナンバーカードの普及率（令和３年３月末） 35.1

　口座振替強化と併せて実施

　光市ゴミ収集カレンダーや民間企業が作成する光市電話帳など、市民の目に触れや
すい媒体にダイヤルインの電話番号表を掲載し、市民への周知を実施

・「きらりと光サービスブック」を活用した本市独自の接遇研修は、新型コロナウイ
ルス感染症の状況を鑑み中止
・ひとづくり財団主催の接遇を含むコミュニケーション能力向上を目的とした研修４
講座を、５名の職員が受講

Ⅱ　市民ニーズに対応した行政サービスの提供
（1）市民サービスの向上

①窓口サービス等の充実

・「出生」、「死亡」、「転入」、「転出」の各シーンごとに必要な手続きが一覧で
きる「令和３年度版光市行政手続きガイド」を作成し、市ホームページに掲載
・市民の利便性向上及び窓口負担の軽減を図るため、コンビニ交付の利用率を向上さ
せる取組（啓発チラシの配布、コンビニ交付利用の際に必要となるマイナンバーカー
ドの申請サポート（令和３年５月から令和４年２月までの期間））を実施

・「出生」、「死亡」、「転入」、「転出」の各シーンごとに必要な手続きが一覧で
きる「令和２年度版光市行政手続きガイド」を作成し、市ホームページに掲載
・市民の利便性向上及び窓口負担の軽減を図るため、コンビニ交付の利用率を向上さ
せる取組（啓発チラシの配布、コンビニ交付利用の際に必要となるマイナンバーカー
ドの申請サポート（期間限定））を実施

　光市ゴミ収集カレンダーや民間企業が作成する光市電話帳など、市民の目に触れや
すい媒体にダイヤルインの電話番号表を掲載し、市民への周知を実施

・「きらりと光サービスブック」を活用した本市独自の接遇研修を、若手職員11名及
び会計年度任用職員18名が受講
・ひとづくり財団主催の接遇を含むコミュニケーション能力向上を目的とした研修３
講座を、３名の職員が受講

②民間活力の活用
　継続して業務の民間委託を実施

　浅江東、みたらい保育園（平成30年10月より民間に委託）に加え、浅江南、大和保
育園の給食調理業務の令和４年度からの民間委託に向け、公募型プロポーザルを実施
し、事業者と契約

・対象公園44箇所のうち、14団体（17箇所）と清掃や草刈等日常の維持作業の委託契
約を締結
・交通量の少ない市道や法定外道路等においては、草刈りや側溝の泥上げ、軽微な補
修作業などを自治会や地域住民等で実施していただくよう依頼し、道路利用者との協
働による維持管理が可能となるよう検討

・光市食生活改善推進協議会へ食生活改善推進活動を委託し、連携を図り、市民への
食を通じた健康づくりを展開
・図書館ボランティア活動協議会等との連携・協働を推進し、各種行事の開催及び館
内外の環境美化活動の実施
・市民活動団体の役員などで構成する「ひかり市民活動ネットワーク」との協働によ
る市民向け講座の実施
・環境美化ボランティア・サポート事業登録団体にごみ袋等を支給

　継続して業務の民間委託を実施

　浅江東、みたらい保育園の給食調理業務を、平成30年10月より民間に委託

・環境美化ボランティア・サポート事業の継続
（計18区域で実施中）
・市ＨＰ等による事業ＰＲ

事業実施区域 18

・対象公園44箇所のうち、15団体（18箇所）と清掃や草刈等日常の維持作業の委託契
約を締結
・交通量の少ない市道や法定外道路等においては、草刈りや側溝の泥上げ、軽微な補
修作業などを自治会や地域住民等で実施していただくよう依頼し、道路利用者との協
働による維持管理が可能となるよう検討

・図書館ボランティアとの協働による夏休み等の各種イベント、おはなし会を開催
・環境美化ボランティア・サポート事業登録団体にごみ袋等を支給

事業実施区域 20

12105
アダプト・プ
ログラムの推
進

　公園・道路等の公共施設について、環境美化ボラン
ティアサポート事業など、市民の協力を得ながら美化活
動や維持管理を実施する。
【数値目標】事業実施区域　20区域

・環境美化ボランティア・サポート事業の継続
（計20区域で実施中）
・市ＨＰ等による事業ＰＲ

4
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21106
放課後児童ク
ラブ（サン
ホーム）の管
理運営の検討

　限られた財源の中で質の高いサービスの提供を行い、
放課後児童クラブ（サンホーム）の充実を図るため、民
間活力の活用や余裕教室の利用など、放課後児童クラブ
（サンホーム）の管理運営について検討する。

件 件

件 件

21301
行政情報シス
テムのセキュ
リティ対策強
化

　近年、急速に複雑・巧妙化する標的型攻撃から個人情
報の漏えいを防ぐため、行政情報システムやネットワー
クなどの技術的な強化と職員の意識向上等の体制面の強
化を図る。

21302
ホームページ
の再構築

　ホームページを閲覧する端末の多様化に対応するた
め、スマートフォンやタブレットなどに対応したホーム
ページへ再構築を図る。

21303
情報カメラの
更新

　導入から１０年以上経過し、故障・不具合が頻発して
いるため、設置場所の再検討や設置場所の用途に応じた
カメラを選定し、更新を実施する。

22101
公立幼保施設
の再編

　公立保育所４園（浅江東、浅江南、みたらい、大
和）、幼稚園３園（つるみ、やよい、さつき）の再編等
を方針（平成26年3月策定）に基づき推進する。
【数値目標】平成30年度に公立幼稚園を３園から１園に
再編する

22102
大和コミュニ
ティセンター
の整備

　岩田駅周辺都市施設整備基本計画（平成26年3月策定）
に基づき、大和コミュニティセンター、大和支所、図書
館大和分室の機能を集約した施設を平成29年度から平成
30年度の2か年で整備する。

22103
市営住宅のス
トック水準の
適正化

戸 戸

22104
公立小・中学
校の再編

　「光市立学校の将来の在り方に係る基本構想」におい
て基本的な考え方等を整理した上で、適正規模・適正配
置等を踏まえ、小中連携・一貫教育へのアプローチに
沿った学校施設の再編を検討する。

22201
受益者負担の
適正化

　使用料や手数料等の受益者負担について、「光市公共
施設使用料の見直し基準（案）」を定め、市民の理解を
得ながら、施設類型ごとの負担割合の目安に応じた適正
化を推進する。

①公共施設の再編
　公立保育所４園（浅江東、浅江南、みたらい、大和）の再編に向けて、私立保育所
の休園に伴い変更した再編計画を示し、市長協議を実施

・平成31年４月供用開始

・学校運営協議会等を活用し、基本構想の周知及び意見聴取
・施設一体型の小中一貫教育の実現に向けた具体的な方針等の検討を進め、令和４年
３月に「施設一体型小中一貫ひかり学園の新設に係る方針」を策定

②公共施設の運営等の効率化

　「市営住宅等長寿命化計画」に基づき、計画内容の見
直しを行いながら計画的な住宅の建替えや用途廃止を進
めるとともに、適切な維持管理により良質な公営住宅の
提供を促進する。
【数値目標】「市営住宅等長寿命化計画」に基づく用途
廃止戸数101戸

・南汐浜住宅の一部及び東戸仲住宅を解体
・残存する用途廃止住宅の入居者に対して個別に移転折衝

「市営住宅等長寿命化計画」に基づく用途廃止戸数 13

　公立保育所４園（浅江東、浅江南、みたらい、大和）の再編に向けて再編計画を示
し、市長協議を実施

・平成31年４月供用開始

・溝呂井住宅の建替えについては、令和元年度に引き続き建物の建設工事中
・虹川住宅の一部を解体し、残存する用途廃止住宅の入居者に対して個別に移転折衝

「市営住宅等長寿命化計画」に基づく用途廃止戸数 4

・学校運営協議会等を活用し、基本構想の周知及び意見聴取
・基本構想の周知及び意見聴取の結果を踏まえ、今後の方針等について協議・検討

②施策・事業の評価
21201
行政評価シス
テムの運用

　効果的・効率的な行政経営を行うため、施策や事業の
評価を実施する。
【数値目標】事務事業評価における１事業あたりの改善
提案数1.0以上

　予算上の中事業を対象に、対象事業を３分割して１年に３分の１ずつ評価するロー
テーション方式による事務事業評価を実施

（2）公共施設マネジメントの推進

　予算上の中事業を対象に、対象事業を３分割して１年に３分の１ずつ評価するロー
テーション方式による事務事業評価を実施

事務事業評価における１事業あたりの改善提案数 1.04

・一般職員を対象とした情報セキュリティに関するｅラーニングを実施
・実践的な防御演習への情報担当職員の参加

　再構築については令和元年度に終了しており、継続的に維持管理

　再構築については令和元年度に終了しており、継続的に維持管理

　再構築については令和元年度に終了しており、継続的に維持管理

　再構築については令和元年度に終了しており、継続的に維持管理

事務事業評価における１事業あたりの改善提案数 0.68

③ＩＣＴ（情報通信技術）の活用
・一般職員に標的型攻撃に関する最新の情報を周知するとともに、情報セキュリティ
に関するｅラーニングを実施
・実践的な防御演習への情報担当職員の参加

　光市公共施設使用料の見直し基準（案)の適用時期について、新型コロナウイルス
の影響による経済の低迷など社会経済情勢の動向を踏まえつつ検討し非適用

　光市公共施設使用料の見直し基準（案)の適用時期について、新型コロナウイルス
の影響による経済の低迷など社会経済情勢の動向を踏まえつつ検討し非適用

21107
マイナンバー
カードを利用
したワンス
トップサービ
スの推進

　マイナンバーカードを活用して自宅や職場から各種行
政手続きができるよう、費用対効果も検討の上、各種申
請や届出のワンストップサービス（オンライン申請）を
推進する。

　令和４年度からの本格的な導入に向けてワーキンググループを組織し、システムの
選定やオンライン化に向けた業務の選定について協議を実施

利用可能手続き 12

　委託の実施について調査研究を継続実施　委託の実施について調査研究を継続実施

　特別定額給付金のオンライン申請を５月１日に追加したが、申請期間終了後、削除

利用可能手続き 12

5
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22202
指定管理者制
度の活用

　公の施設の効率的な管理運営を推進するため、適用施
設やモニタリングの手法の見直しなどを行いながら、効
果的に指定管理者制度を活用する。

22203
競争による電
力調達の推進

　公共施設の維持管理費の縮減を図るため、電力調達コ
ストの低減が見込まれる施設については、原則として競
争による電力調達を進める。

31101
研修体系の整
備・充実

　職員の知識と専門機関の知見等を活用し、時代に即し
た研修体系の整備・充実を図る。

31102
女性の能力の
活用と登用の
推進

　男女共生社会の構築に向け、女性職員の活躍と登用に
向けた取組みを推進する。

31103
専門的知識・
能力を持った
職員の育成

　多様化・高度化する市民ニーズに的確に対応するた
め、専門的知識・能力を持った職員の育成を図る。

31104
光市人材育成
基本計画の推
進

　人材育成計画の「めざす職員像」の実現に向け、計画
的な研修を実施する。

31201
人事評価シス
テムの適正運
用

　公平公正で客観的な人事評価システムの適正運用に向
けた取組みを推進する。

31202
自己申告提案
制度の実施

　適材適所への人員配置や職場の活性化を図るため、自
己申告提案制度を実施する。

32101
定員管理の適
正化

　計画的な職員配置による適正な業務の執行を確保し、
時代に即した適正な定員管理を推進する。

32201
組織の簡素・
合理化

　行政需要の変化に的確に対応できる組織とするため、
法令改正や制度等の見直しを踏まえ、必要に応じ、組織
の簡素・合理化を推進する。

32202
政策調整会議
の開催

　市政を効率的かつ効果的に進めるため、政策課題の解
決や重点施策などについて、各部局の垣根を越えた協
議・調整を推進する。

32203
横断的な取組
体制の推進

　新しい課題や政策課題に対応できるよう、プロジェク
トチームの編成、関係各課での連絡会議等の開催など、
必要に応じた横断的な取組体制を構築する。

32204
公平委員会事
務の県内共同
処理への移行

　公平委員会事務は高度化・専門化しており、事務処理
の強化・効率化を図るため、山口県市町総合事務組合が
実施している県内共同処理への移行を検討する。

・ひとづくり財団主催の階層研修について、職責に応じた受講を実施
・独自研修の一環として、災害発生時に的確な対応や指示ができるスキルを身に付け
るため、課長級職員を対象に「防災研修」を実施

　女性が活躍する組織へ変革するため「人材育成・女性活躍推進計画」の策定に着手

　平成31年４月１日から県内共同処理への移行済

・政策調整会議を５回（協議案件14件）開催
・光市未来創生本部会議を４回（協議案件５件）開催

　各種プロジェクトチーム等の設置及び開催

　高度に専門的な知識をもつ職員を含め、任期を定めた職員の任用を可能とする「任
期付職員制度」（平成31年４月１日から施行）について、各所管の意向を確認するな
ど任用に向けた取組を実施

　本市独自の研修を実施したほか、ひとづくり財団等研修専門機関の活用により、職
員研修事業として330名が受講

・人事評価制度評価者研修を実施し、15名が受講
・人事評価審査委員会を設置し、人事評価制度（能力評価）の評価結果を昇給に反映

②職員の意欲の向上
・人事評価制度評価者研修を実施し、60名が受講
・業績評価の本格導入や対象職員の拡大等、人事評価制度を再構築

　希望者が異動希望等を記載した自己申告シートを提出する自己申告提案を実施

　高度に専門的な知識をもつ職員を含め、任期を定めた職員の任用を可能とする「任
期付職員制度」（平成31年４月１日から施行）について、各所管の意向を確認するな
ど任用に向けた取組を実施

　本市独自の研修を実施したほか、ひとづくり財団等研修専門機関の活用により、職
員研修事業として348名が受講

　希望者が異動希望等を記載した自己申告シートを提出する自己申告提案を実施

・自己申告や人事評価による適材適所の職員配置などにより、適正な定員管理を推進
・採用においては定年延長等を見据え、緩やかな採用抑制を行う一方、今後の権限移
譲等の行政需要に対応

　各部課等の長に対して実施した人事・組織のヒアリングを踏まえ、組織の簡素化・
合理化を検討し、人事異動及び組織機構に反映

・政策調整会議を２回（協議案件５件）開催
　（うち光市未来創生本部会議を兼ねたものは２回）

　各種プロジェクトチーム等の設置及び開催

　平成31年４月１日から県内共同処理への移行済

　各部課等の長に対して実施した人事・組織のヒアリングを踏まえ、組織の簡素化・
合理化を検討し、人事異動及び組織機構に反映

（2）効率的な組織体制等の確立
①定員管理の適正化

・自己申告や人事評価による適材適所の職員配置などにより、適正な定員管理を推進
・採用においては定年延長等を見据え、緩やかな採用抑制を行う一方、今後の権限移
譲等の行政需要に対応

②組織体制の検討

①職員力の向上
・ひとづくり財団主催の階層研修について、職責に応じた受講を実施
・独自研修の一環として、課長級職員を対象に「ハラスメント防止研修」を実施

　女性が活躍する組織へ変革するため、庁内プロジェクトチームを立上げ、「人材育
成・女性活躍推進計画」を策定

・既に指定管理者による管理運営を導入している公共施設について、効果的な制度運
営を実施
・令和３年度末に指定期間の満了を迎える２施設について新たな指定管理者の選定を
実施

　平成30年10月から３年間の電力調達に係る一般入札を実施した光市地域づくり支援
センターなど５件の契約について、令和３年９月末で契約が満了することから、令和
３年10月からの３年間（本庁舎は２年間）の電力調達に係る一般競争入札を実施

Ⅲ　組織力の向上
（1）職員の意識改革と能力向上

・既に指定管理者による管理運営を導入している公共施設について、効果的な制度運
営を実施
・令和２年度末に指定期間の満了を迎える１施設について直営化への変更に伴う指定
管理終了
・令和２年度末での指定管理者の撤退に伴い、１施設について令和３年度からの直営
化への変更手続きを実施

　平成30年４月から３年間の電力調達に係る一般入札を実施した光市立小・中学校な
ど６件の契約について、令和３年３月末で契約が満了することから、令和３年４月か
らの３年間の電力調達に係る一般競争入札を実施

6
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32301
一般職給与の
見直し

　一般職給料・手当について、国の制度や他の地方公共
団体の状況等を踏まえ、状況に応じた適正な見直しを実
施する。

32302
特別職報酬等
の見直し

　特別職に支給する報酬等について、必要に応じて市民
の委員で構成する特別職報酬等審議会に諮り、状況に応
じた適正な見直しを実施する。

32303
時間外勤務の
縮減

　仕事と生活の調和及び事務事業の効率的な執行の観点
から、業務内容や仕事の進め方を見直し、時間外勤務の
削減に努める。

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

41102
市債残高の抑
制

　実施計画期間中の総借入額が総償還額以下となるよ
う、事業を厳選した市債発行を行うことで、一般会計の
市債残高を抑制する。
【数値目標】一般会計市債残高　235億円未満（令和3年
度末）

億円 億円

41103
財政調整基金
の確保

　今後の社会経済情勢の変動に柔軟に対応できるよう、
年度間の財源調整機能の役割を持つ財政調整基金を一定
額確保する。
 【数値目標】財政調整基金残高　20億円（令和3年度
末）

億円 億円

41104
一般財源配分
方式による予
算編成の実施

　各部局等における自律的な予算編成を目指し、一般財
源歳入見込額を各部局へ配分し、各部局においては一般
財源配分額に特定財源を加えた額の範囲内において予算
を編成する。

41105
基金の積み立
て

　公共施設等を整備する際の財源を確保するため、「光
市公共施設等整備基金」を創設し、光市公共施設等総合
管理計画期間内（令和17年度末まで）の積立累計額とし
て15億円を目標に計画的に積み立てる。

億円 億円

　一般財源配分方式による予算編成を行い、新型コロナウイルス感染症対策のため、
当初予算における財源不足額が令和２年度当初予算に比べ210,000千円増加

光市公共施設等整備基金 7

・令和４年度当初予算より、従来の一般財源配分方式に一部変更を加えた一般財源枠
配分方式による予算編成を実施
・財政調整基金20億円を確保しつつ、市民満足度事業分を含め、当初予算では財政調
整基金の繰入を３億円で編成

光市公共施設等整備基金 9

財政調整基金残高 24

実質赤字比率 -

実質公債費比率 7.0

連結実質赤字比率 -

Ⅳ　安定的な財政基盤の確立

連結実質赤字比率 -

実質公債費比率

29財政調整基金残高

将来負担比率 35.1

一般会計市債残高 238

③給与・報酬等の適正化
　国に準じた期末手当の見直しを実施

一般会計市債残高 229

将来負担比率 12.7

41101
健全化判断比
率の適正水準
の維持

　健全な財政運営を行うため、予算編成等を通じて健全
化判断比率の適正水準を維持する。
【数値目標】実質赤字比率　　　 赤字なし
　　　　　　実質公債費比率　　 18.0％未満
　　　　　　連結実質赤字比率　赤字なし
　　　　　　将来負担比率　　　  350.0％未満

実質赤字比率 -

6.0

（1）健全な財政運営の推進
①計画的な財政運営

・市長給料の10％カットを実施
・副市長の給料を５％カットを実施

・超過勤務命令の上限設定等に伴う確実な時間外勤務の圧縮
・上限を超過する場合の事前協議と事後報告の徹底による職員の時間外勤務の縮減
・各所管課における業務分担の適正化や職員一斉ノー残業デーの取組による時間外勤
務の縮減

　国に準じた期末手当の見直しを実施

・市長給料の10％～20％カットを実施
・副市長、教育長その他の特別職の給料を３％～10％カットを実施

・超過勤務命令の上限設定等に伴う確実な時間外勤務の圧縮
・上限を超過する場合の事前協議と事後報告の徹底による職員の時間外勤務の縮減
・各所管課における業務分担の適正化や職員一斉ノー残業デーの取組による時間外勤
務の縮減
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　 収納率 ％ → ％ 　 収納率 ％ → ％
（ ％ ） （ ％ ）

収納額 百万円 → 百万円 収納額 百万円 → 百万円
（ 百万円） （ 百万円）

　 収納率 ％ → ％ 　 収納率 ％ → ％
（ ％ ） （ ％ ）

収納額 百万円 → 百万円 収納額 百万円 → 百万円
（ 百万円） （ 百万円）

　 収納率 ％ → ％ 　 収納率 ％ → ％
（ ％ ） （ ％ ）

収納額 百万円 → 百万円 収納額 百万円 → 百万円
（ 百万円） （ 百万円）

　 収納率 ％ → ％ 　 収納率 ％ → ％
（ ％ ） （ ％ ）

収納額 百万円 → 百万円 収納額 百万円 → 百万円
（ 百万円） （ 百万円）

収納率 ％ → ％ 収納率 ％ → ％
（ ％ ） （ ％ ）

収納額 百万円 → 百万円 収納額 百万円 → 百万円
（ 百万円） （ 百万円）

・市税口座振替利用率 ・市税口座振替利用率
％ → ％ （ ％） ％ → ％ （ ％）

・国民健康保険税口座振替利用率 ・国民健康保険税口座振替利用率
％ → ％ （ ％） ％ → ％ （ ％）

％ → ％ （ ％） ％ → ％ （ ％）

％ → ％ （ ％） ％ → ％ （ ％）

％ → ％ （ ％） ％ → ％ （ ％）

％ → ％ （ ％） ％ → ％ （ ％）

％ → ％ （ ％） ％ → ％ （ ％）
・債権の差押件数 件 ・債権の差押件数 件
　滞納市税等への充当金額 円 　滞納市税等への充当金額 円
・動産の差押件数 件 ・動産の差押件数 件

（ 2 品） （ 0 品）
　差押動産の公売実施品数 （ 0 品） 　差押動産の公売実施品数 （ 0 品）
　滞納市税等への充当金額 （ 0 円 　滞納市税等への充当金額 （ 0 円
・不動産の差押件数 件 ・不動産の差押件数 件
　差押不動産の公売実施件数 件 　差押不動産の公売実施件数 件
　滞納市税等への充当金額 円 　滞納市税等への充当金額 円
給水停止を実施 給水停止を実施

件 件給水停止実施延べ件数 483

53.5 56.1 2.6
69

19,798,516
2

2
0
0

・水道料金口座振替利用率
88.6 88.6 0.0

28.1 3.8
・介護保険料口座振替利用率

24.3
・後期高齢者医療保険料口座振替利用率

35.2 35.0 △ 0.2

57.2 57.9 0.7
・住宅使用料口座振替利用率

74.7 75.4 0.7

△ 26
・後期高齢者医療保険料 99.0 99.0

0.0
803 840

37

0.8
143 141

△ 2
・介護保険料 97.9 98.2

0.3
1,063 1,037

・国民健康保険税 75.2 77.7
2.5

999 959
△ 40

・住宅使用料 80.6 81.4

・収納率向上特別対策本部会議開催
・延長窓口・夜間徴収の実施
・休日窓口の実施　　　・研修会等への参加
・電話催告の実施

・市　税 96.4 96.1
△ 0.3

8,061 7,694

②歳入の確保
41201
税・使用料等
の収納率の向
上

　滞納監理システムの活用や「収納率向上特別対策本
部」を中心に、収納強化月間の設定、臨戸訪問の強化、
研修会の開催などを実施し、市税や各種使用料等の収納
率の向上を目指す。
【数値目標（収納率向上対策プランに定める目標値）】
・市民税（個人市民税（現年度分）） 　 　98.8％
・法人市民税（現年度分）　　　　 　　 　99.7％
・固定資産税（土地・家屋・償却（現年度分））
　　　　　 　　　　　　　 　　　　　　　99.0％
・軽自動車税（現年度分）　　　　 　　　 98.1％
・都市計画税（土地・家屋（現年度分））  98.8％
・市税（市民税、法人市民税、固定資産税、軽自動車
税、都市計画税（滞納繰越分））
22.0％
・国民健康保険税（現年度分）　　    　　93.0％
　　　 　       （滞納繰越分）　 　  　 19.7％
・住宅使用料（現年度分）　 　　　　　   98.0％
　　     　 （滞納繰越分）　　　　　    11.0％
・下水道使用料（現年度分）　 　　　　　 99.4％
              （滞納繰越分）   　　 　  12.4％
・介護保険料（現年度分)　 　　　　　　  99.2％
             (滞納繰越分） 　　　 　　  15.5％
・後期高齢者医療保険料（特別徴収・普通徴収)
              （現年度分）              99.9％
　　　　　　  （滞納繰越分） 　　   　  38.0％

・収納率向上特別対策本部会議開催
・延長窓口・夜間徴収の実施
・休日窓口の実施　　　・研修会等への参加
・電話催告の実施

7,694 7,639

・市　税 96.1 97.2
1.1

△ 367

給水停止実施延べ件数 564

41204
上水道・簡易
水道の給水停
止の実施

　誠意のない滞納者に対し、受益者との公平を確保する
ために、給水停止を実施する。

88.6 88.8 0.2
・下水道使用料口座振替利用率

75.4 76.3 0.9
・水道料金口座振替利用率

41203
滞納処分の積
極的な実施

　動産や不動産の差押え等を積極的に行い、公売の活用
により滞納繰越額を削減する。

87

1
6,388,600

18,248,186
0

1

28.1 25.1 △ 3.0
・後期高齢者医療保険料口座振替利用率

・下水道使用料口座振替利用率
88.3 87.9 △ 0.4

99.0
0.0

・後期高齢者医療保険料 99.0

840 852
12

41202
口座振替制度
の推進

　納期内納付の推進と事務処理の軽減のため、口座振替
制度の利用を促進する。
【数値目標（収納率向上対策プランに定める目標値）】
                              　27年度　 33年度
・市税口座振替利用率　　　　  37.1％→40.0％以上
・国民健康保険税口座振替利用率50.7％→53.0％以上
・住宅使用料口座振替利用率    64.6％→70.0％以上
・水道料金口座振替利用率      88.1％→88.1％以上
・下水道使用料口座振替利用率  86.3％→86.3％以上
・介護保険料口座振替利用率    25.6％→30.0％以上
・後期高齢者医療保険料口座振替利用率
 　                           50.6％→53.0％以上

57.9 56.6 △ 1.3
・住宅使用料口座振替利用率

35.0

87.9 88.6 0.7
・介護保険料口座振替利用率

56.1 52.8 △ 3.3

34.8 △ 0.2

0
・介護保険料

141 141

55

98.2 98.5
0.3

1,0921,037

1.0
959

△ 55

・住宅使用料 81.4 81.6
0.2

901
△ 58

・国民健康保険税 77.7 78.7

8
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・明け渡し訴訟の件数 件 ・明け渡し訴訟の件数 件
・強制執行（強制退去）の件数 件 ・強制執行（強制退去）の件数 件

宅地・雑種地などの遊休財産を処分 宅地・雑種地などの遊休財産を処分
宅地 筆 ㎡ 千円 宅地 筆 ㎡ 千円
雑種地 筆 ㎡ 千円 雑種地 筆 ㎡ 千円
山林 筆 ㎡ 千円 山林 筆 ㎡ 千円
学校用地 筆 ㎡ 千円 学校用地 筆 ㎡ 千円
道路等 筆 ㎡ 千円 道路等 筆 ㎡ 千円
合計 筆 ㎡ 千円 合計 筆 ㎡ 千円
・古紙類の売却による収入 ・古紙類の売却による収入

トン トン
千円 千円

・市広報への有料広告 ・市広報への有料広告
千円 千円

・ごみ収集カレンダーへの有料広告 ・ごみ収集カレンダーへの有料広告
千円 千円

・光市ホームページへのバナー広告 ・光市ホームページへのバナー広告
千円 千円

・庁内案内板への有料広告 ・庁内案内板への有料広告
千円 千円

・おっぱい応援団事業　特典ｼｰﾄ広告 ・おっぱい応援団事業　特典ｼｰﾄ広告
千円 千円

41208
指定ごみ袋の
販売価格等の
見直し

　市民負担の公平性やごみ排出量の抑制の観点から、可
燃ごみ袋及び不燃ごみ袋の販売価格等の見直しを検討す
る。

41209
山口県企業局
への工業用水
卸供給事業の
実施

　新たな財源の確保を図るため、山口県企業局への工業
用水卸供給事業を実施する。

41301
一般競争入札
制度の推進

　公共工事等の入札について、一般競争入札制度のルー
ル化に取り組むなど、情報公開等による一層の適正化を
推進する。

41302
共同利用型ク
ラウドシステ
ムの導入

　基幹系システムについて、処理の効率化やリプレイス
（入替え）不要による資産経費の削減、災害発生時にも
市民サービスの継続が可能となるよう、本市を含む４市
１町で共同利用型クラウドシステムを導入する。
【数値目標】導入時に30業務の共同利用を実施

41303
就学援助事業
の見直し

　認定基準等の見直しに向けて検討する。

件

件

件 件

件 件

888

収入額 340

収入額 90

千円
市単独補助の開始・見直し

22 73,013 千円

　電話や臨戸訪問による個別折衝に加え、連帯保証人と粘り強く交渉し納付の改善を
図ったことで、明け渡し訴訟にはいたらなかった

0
0

（市単独補助差引増減 28,729 千円）

2 877 15,874

4 1,558 20,899

41304
各種補助金の
見直し

　各種補助金については、団体との協議を進めながら団
体運営補助から事業補助への転換を促進するとともに、
市民ニーズの変化や成果等を総合的に評価し、効率的で
効果的な内容になるよう、補助金のあり方について見直
しを検討する。

団体運営補助の開始・見直し
1 93 千円

（団体運営補助差引増減 △ 11,121 千円）
市単独補助の廃止・縮減

48

26 △ 11,214 千円

△ 44,284 38 △ 21,096 千円

22,020 千円）

市単独補助の開始・見直し

市単独補助の廃止・縮減

44 43,116 千円
（市単独補助差引増減

　同じごみ処理施設を利用する他市の状況を踏まえ、販売価格は据置

　安定的に供給を実施

収入額 85

収入額 347

　就学援助制度の適正化を図るため実施した認定基準等の総合的な見直しの継続的な
実施

団体運営補助は令和３年度から廃止

③事務事業等の見直し
・すべての入札において、入札日・入札結果を公表
・工事について、入札後に積算内容確認を実施

　令和２年度に予定していた30業務全ての共同利用の導入を終えているため、安定稼
働のための維持管理を実施

　可燃ごみ袋及び不燃ごみ袋の販売価格等の見直しについて検討

　令和２年７月から供給を開始

・すべての入札において、入札日・入札結果を公表
・工事について、入札後に積算内容確認を実施

　健康管理システムについて、詳細設定から運用テストまで実施し、令和３年３月か
ら運用開始

　就学援助制度の適正化を図るため実施した認定基準等の総合的な見直しの継続的な
実施

団体運営補助の廃止・縮減

577
収入額 3,545

19 7,813 171,392
41207
各種歳入の確
保

　市刊行物の有料化、封筒等への有料広告の掲載など、
あらゆる分野において柔軟な発想で自主財源の確保に努
める。

販売量

収入額 653

収入額 320

収入額 520

販売量 552
収入額 3,850

収入額 305

収入額 305

収入額

3 119 1,341

- -
1 45

230
- - -
- - -

0

41206
遊休財産の処
分

　利用計画のない普通財産の計画的な処分を推進する。
【数値目標】財産売払収入　70,000千円（29～33年度累
計額）

41205
使用料等の強
制徴収の検討

　各種使用料等について、誠意のない滞納者に対する強
制徴収を検討する。

　電話や臨戸訪問による個別折衝に加え、連帯保証人と粘り強く交渉し納付の改善を
図ったことで、明け渡し訴訟にはいたらなかった

0

12 6,744 153,325
-

3 905 15,372

1,354

1 393 4,795
1 288
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41305
高齢者就労事
業の見直し

　効率的効果的な事業実施を図るため、事業趣旨を再整
理し、採用要件等の見直しを検討する。

41306
ＡＩ技術等を
活用した業務
効率改善

　ＡＩ技術を積極的に活用することにより、業務の効率
化・省力化を推進するとともに、ＲＰＡ（ロボットによ
る業務自動化）の導入可能性を調査研究する。

41307
支払事務にお
ける振込通知
書作成等の廃
止

　職員の事務負担軽減及び経費削減を図るため、振込通
知書作成等の廃止に向けた取組みを進める。

41401
新光市病院事
業改革プラン
の推進

　効率的で健全な事業運営のため、光市病院事業改革プ
ランに示す数値目標達成に向けた各種施策を推進する。

41402
介護老人保健
施設の運営

％ ％
41403
光市水道事業
ビジョンの推
進

　効率的で健全な事業運営のため、光市水道ビジョンに
示す施策目標の達成に向けた取組みを推進する。

41404
下水道事業の
財政健全化の
推進

　下水道事業の計画的な推進と経営の安定化を図るた
め、光市下水道事業経営戦略に基づき事業を推進する。

41405
下水道事業の
公営企業会計
への移行

  経営基盤の強化と財政マネジメントの向上が図れるよ
う、国からの公営企業会計への移行要請にも呼応し、下
水道事業への地方公営企業法適用の準備を行う。

41406
土地改良区の
統合

　事務経費の節減と効率的な運営を図るため、千田郷土
地改良区、大和土地改良区の統合に向けて、事務の一本
化を進める。

41501
財務書類の作
成と活用

　統一的な基準による地方公会計制度により財務書類を
作成し、財務情報の分かりやすい開示に努めるととも
に、財政運営の基礎資料として予算編成等への活用を推
進する。

　経費削減を進め効率的な運営を実施

　新光市病院事業改革プランに基づく取組を実施

　光市水道事業ビジョン（実現編）で示した取組を推進

　公営企業会計への移行による、経営や資産等の状況のより正確な把握及び財政健全
化の推進に向けた取組

　令和２年４月１日より公営企業会計へ移行

　統合に向けた検討・調整を進め、相違点の一部を改善

・令和元年度一般会計等財務書類４表の作成・公表
・令和元年度全体・連結財務書類４表の作成・公表

⑤統一的な基準による公会計制度の導入と活用
・令和２年度一般会計等財務書類４表の作成・公表
・令和２年度全体・連結財務書類４表の作成・公表

　令和２年４月１日より公営企業会計へ移行

　両土地改良区理事を主体とした協議を進め、課題解決に向けた事務調整等を補佐

　関係各課との調整を行い、事業再編の方向性の検討を実施

・会議後のテープ起こし作業の効率化を目的に、ＡＩにより認識率が向上した音声認
識システムを導入
・３つの部署に協力を得てＡＩ－ＯＣＲの運用試験を実施

　経費削減を進め効率的な運営を実施

経常収支比率 82.2

　関係各課等と調整などを行い、令和２年３月から振込通知書の作成等廃止

④公営企業等の経営健全化

81.6
　光市水道事業ビジョン（実現編）で示した取組を推進

　公営企業会計へ移行し、改めて財源試算をするなど、下水道事業経営戦略の改定に
向けた取組を実施

経常収支比率

　新光市病院事業改革プランに基づく取組を実施

　良好な介護サービスを提供し、信頼される施設づくり
を推進するとともに、経費節減に努め、効率的な運営に
取り組む。
【数値目標】経常収支比率100.0％以上を目指す。

　関係各課等と調整などを行い、令和２年３月から振込通知書の作成等廃止

　県・市町共同利用型ＲＰＡ導入支援業務に参加し、介護職員処遇改善加算判定業務
において検証を実施

　就労者数に合わせた就労現場数にするため、令和４年度から現場数を減少（９か所
→５か所）するための検討を実施
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